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発⾏者情報 
 

【表紙】 

【公表書類】 発⾏者情報 
【公表⽇】 2022 年 12 ⽉ 28 ⽇ 
【発⾏者の名称】 フローバル株式会社 

(FLOBAL CORPORATION) 
【代表者の役職⽒名】 代表取締役社⻑ 岡⽥ 吉⾼ 
【本店の所在の場所】 ⼤阪市⻄区⻄本町⼀丁⽬ 15 番 10 号 
【電話番号】 06-6536-2680 
【事務連絡者⽒名】 取締役管理部⻑ ⾼瀬 博 
【担当 J-Adviser の名称】 フィリップ証券株式会社 
【担当 J-Adviser の代表者の役職⽒名】 代表取締役社⻑ 永堀 真 
【担当 J-Adviser の本店の所在の場所】 東京都中央区⽇本橋兜町 4 番 2 号 
【担当 J-Adviser の財務状況が公表され

るウェブサイトのアドレス】 
https://www.phillip.co.jp 

【電話番号】 03-3666-2101 
【取引所⾦融商品市場等に関する事項】 東京証券取引所 TOKYO PRO Market 

なお、振替機関の名称及び住所は下記のとおりでありま
す。 
名称：株式会社証券保管振替機構 
住所：東京都中央区⽇本橋兜町７番１号 

【公表されるホームページのアドレス】 フローバル株式会社 
https://flobal.jp 
株式会社東京証券取引所 
https://www.jpx.co.jp/ 
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【投資者に対する注意事項】 
１ TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、⾼い投資リ

スクを含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適⽤される上場
適格性要件及び適時開⽰基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、⾃らの責任で投資を
⾏う必要があります。また、投資者は、発⾏者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投
資判断を⾏う必要があります。特に、第⼀部 第３ ４【事業等のリスク】において公表された情
報を慎重に検討する必要があります。 

 
２ 発⾏者情報を公表した発⾏者のその公表の時における役員（⾦融商品取引法（以下「法」とい

う。）第21条第１項第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役もしくは執⾏役⼜はこれ
らに準ずる者）をいう。）は、発⾏者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、⼜は公
表すべき重要な事項もしくは誤解を⽣じさせないために必要な重要な事実に関する情報が⽋けてい
たときは、法第27条の34において準⽤する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者
に対し、情報が虚偽であり⼜は⽋けていることにより⽣じた損害を賠償する責任を負います。ただ
し、当該有価証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、⼜は⽋けているこ
とを知っていたときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり⼜は⽋け
ていることを知らず、かつ、相当な注意を⽤いたにもかかわらず知ることができなかったことを証
明したときは、上記賠償責任を負いません。 

 
３ TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において⽇本の⼀般的な取

引所⾦融商品市場に適⽤される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO 
Marketにおいては、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定
上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例（以下「特例」という。）に従って、各上場会社の
ために⾏動するJ-Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関
する助⾔及び指導、並びに上場申請⼿続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資
者は、東京証券取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意す
る必要があります。 

 
４ 東京証券取引所は、発⾏者情報の内容（発⾏者情報に虚偽の情報があるか否か、⼜は公表すべき

事項もしくは誤解を⽣じさせないために必要な重要な事実に関する情報が⽋けているか否かという
点を含みますが、これらに限られません。）について、何らの表明⼜は保証等をしておらず、前記
賠償責任その他の⼀切の責任を負いません。 
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 【企業情報】 
 

第１ 【本国における法制等の概要】 
該当事項はありません。 
 

第２ 【企業の概況】 
 【主要な経営指標等の推移】 

連結経営指標等 
回次 第 87 期（中間） 第 88 期（中間） 第 86 期 第 87 期 

会計期間 ⾃ 2021 年４⽉ 1 ⽇ 
⾄ 2021 年 9 ⽉ 30 ⽇ 

⾃ 2022 年４⽉ 1 ⽇ 
⾄ 2022 年 9 ⽉ 30 ⽇ 

⾃ 2020 年４⽉ 1 ⽇ 
⾄ 2021 年 3 ⽉ 31 ⽇ 

⾃ 2021 年４⽉ 1 ⽇ 
⾄ 2022 年 3 ⽉ 31 ⽇ 

売上⾼ (千円) 2,645,209 3,122,077 4,636,043 5,392,662 
経常利益 (千円) 122,171 71,527 178,376 185,350 
親会社株主に帰属する中
間（当期）純利益 

(千円) 80,308 44,233 155,590 254,965 

中間包括利益または包括
利益 

(千円) 83,108 62,872 149,243 238,305 

純資産額 (千円) 1,967,362 2,193,430 1,885,010 2,122,558 
総資産額 (千円) 3,385,287 4,451,875 2,982,351 3,408,995 
１株当たり純資産額 (円) 4,292.23 4,765.43 4,110.54 4,631.58 
１株当たり中間（当期）
純利益 

(円) 175.16 96.37 337.91 556.23 

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益 

(円) − − − − 

⾃⼰資本⽐率 (％) 58.1 49.3 63.2 62.3 
⾃⼰資本利益率 (％) 4.1 2.0 8.6 12.7 
株価収益率 (倍) − 41.51 − 7.19 
配当性向 (％) − − − − 
営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) △271,400 △463,526 420,600 △425,614 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) 320,622 △112,984 △55,695 261,217 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) 27,023 933,661 △145,317 81,042 

現⾦及び現⾦同等物の中
間期末（期末）残⾼ 

(千円) 678,352 886,524 596,908 520,773 

従業員数 
（外、平均臨時雇⽤者数）

(名) 
103 

(40) 
119 

(59) 
104 

(56) 
105 

(58) 
（注） １．当社は、第 87 期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、第 86 期の中間連結財務

諸表は記載しておりません。 
２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 ⽉ 31 ⽇）等を第 87 期の期⾸から

適⽤しており、第 87 期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適⽤した後の指標
等となっております。 
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３．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を⾏っていないため記載しておりません。 
４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 
５．第 86 期及び第 87 期中間連結会計期間の株価収益率は、当社株式が⾮上場であったため記載しており

ません。 
６．従業員数は就業⼈員であり、臨時雇⽤者数（契約社員、パート社員及び派遣社員）は、期中の平均⼈員

を（ ）外数で記載しております。 
７．第 86 期の連結財務諸表については、「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 110 条

第５項の規定に基づき、第 87 期の連結財務諸表については、「特定上場有価証券に関する有価証券上
場規程の特例」第 128 条第３項の規定に基づき、監査法⼈コスモスの監査を受けております。また、第
87 期中間連結会計期間中の中間連結財務諸表及び第 88 期中間連結会計期間中の中間連結財務諸表につ
いては、「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 128 条第３項の規定に基づき、監査
法⼈コスモスの中間監査を受けております。 
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 【事業の内容】 
当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及びその関係会社）が営む事業について重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
 

 【関係会社の状況】 
当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 
 

 【従業員の状況】 
 

2022 年９⽉ 30 ⽇ 現在 
従業員数（名） 

119（59） 
（注） １．従業員数は就業⼈員であり、臨時雇⽤者数（契約社員、パート社員及び派遣社員）は、当中間連結会計

期間の平均⼈員を（ ）外数で記載しております。 
２．当社グループは、各種設備機器・部品・材料の開発販売の単⼀セグメントであるため、セグメント別の

記載を省略しております。 
 

 

2022 年９⽉ 30 ⽇ 現在 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 
平均年間給与 

（千円） 
107（59） 41.6 8.3 4,894 

（注） １．従業員数は就業⼈員であり、臨時雇⽤者数（契約社員、パート社員及び派遣社員）は、当中間会計期間
の平均⼈員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃⾦を含んでおります。 
３．平均年間給与には、契約社員、パート社員及び派遣社員の給与は含まれておりません。 
４．当社は、各種設備機器・部品・材料の開発販売の単⼀セグメントであるため、セグメント別の記載を省

略しております。 
 

 

当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており
ます。  
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第３ 【事業の状況】 
 

 【業績等の概要】 
 

当中間連結会計期間（2022 年４⽉１⽇〜2022 年９⽉ 30 ⽇）における⽇本経済は、新型コ
ロナウイルス感染症の再拡⼤による影響が続くなか、⾏動制限の緩和等により社会経済活動の
回復に向けた動きが⾒受けられたものの、ウクライナ情勢に起因する資源・原材料単価の⾼騰
や世界的なインフレーション、急激な円安の進⾏や海外景気の下振れなど、依然として先⾏き
不透明な状況が続いております。 

当社グループが属する機械器具業界（機械器具卸売業及び機械器具⼩売業）では、需要先で
ある製造業や建設業で部資材の仕⼊価格の上昇や供給制約などにより⽣産活動に影響がみられ
たものの、製造業では設備投資需要は持ち直しの動きを⽰し、建設業では新設住宅着⼯⼾数や
リフォーム需要は堅調に推移しました。 

このような状況下、当社グループは、さまざまなリスクに備えながら積極的に事業展開を継
続し、収益の確保に取り組んでまいりました。 

当社グループの卸売・⼩売・海外の各販売事業では、需要先の成⻑分野や好況業種を対象
に、新規開拓や既存顧客の深耕、新商品の拡販、仕⼊価格の上昇に伴う価格改定などの活動に
注⼒しました。 

また、各事業に新商品を供給する商品開発業務では、当期に⾃社オリジナル商品の空調冷媒
配管向けフレアリングツール「フレアロケット」、海外提携メーカー製品の「ねじ込み式可鍛
鋳鉄製管継⼿」などを上市しております。 

これらの結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上⾼ 3,122,077 千円（前年同期⽐
18.0%増加）、営業利益 70,346 千円（前年同期⽐ 36.4％減少）となりました。また、経常利
益は 71,527 千円（前年同期⽐ 41.5%減少）、親会社株主に帰属する中間純利益は 44,233 千円
（前年同期⽐ 44.9％減少）となりました。なお、当社グループは、各種設備機器・部品・材
料の開発販売の単⼀セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。 

 
 

当中間連結会計期間末における現⾦及び現⾦同等物は、前連結会計年度末と⽐べ、365,750
千円増加し、886,524 千円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ
ります。 

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、463,526 千円（前年同期は 271,400 千円の⽀
出）の⽀出となりました。収⼊の主な内訳は、税⾦等調整前中間純利益 71,527 千円、仕
⼊債務の増加額 48,814 千円、未収消費税等の減少額 32,011 千円によるものであり、⽀出
の主な内訳は、棚卸資産の増加額 520,300 千円、売上債権の増加額 69,741 千円、法⼈税
等の⽀払額 49,855 千円によるものであります。 

 
  



 

― 7 ― 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動によるキャッシュ・フローは、112,984 千円（前年同期は 320,622 千円の収

⼊）の⽀出となりました。⽀出の主な内訳は、無形固定資産の取得による⽀出 109,361 千
円によるものであります。 

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、933,661 千円（前年同期は 27,023 千円の収
⼊）の収⼊となりました。収⼊の主な内訳は、短期借⼊⾦の純増加額 930,000 千円であ
り、⽀出の内訳は、リース債務の返済による⽀出 4,338 千円によるものであります。 

 
 【⽣産、受注及び販売の状況】 

 

当社グループは、⽣産活動を⾏っておりませんので、該当事項はありません。 
 

 

当社グループは受注⽣産を⾏っておらず、また、受注は販売と概ね連動しているため、記載
は省略しております。 

 

当中間連結会計期間における販売実績を⽰すと、次のとおりであります。 
区分 ⾦額（千円） 前年同期⽐（％） 

卸売販売事業 2,219,254 111.8 
⼩売販売事業 785,429 142.7 
海外販売事業 117,392 107.4 

合計 3,122,077 118.0 
（注） １．当社グループは、各種設備機器・部品・材料の開発販売の単⼀セグメントであるため、セグメント別の

記載を省略しております。 
２．主な相⼿先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が 100 分の 10 以上

の相⼿先がないため記載を省略しております。 
 

 【対処すべき課題】 
当中間連結会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 
 【事業等のリスク】 

当中間連結会計期間において、当発⾏者情報に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項
のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある新たな事業等のリスクの発⽣、⼜は
2022年６⽉30⽇に公表した発⾏者情報に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ
りませんが、当社株式の㈱東京証券取引所が運営を⾏っております証券市場TOKYO PRO Market
の上場維持の前提となる契約に関し、以下に記載いたします。 
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＜担当J-Adviserとの契約について＞ 
当社は、株式会社東京証券取引所が運営を⾏なっております証券市場 TOKYO PRO Market

に 2021 年 12 ⽉ 16 ⽇に上場いたしました。当社では、フィリップ証券株式会社を担当 J-
Adviser に指定することについての取締役会決議に基づき、2020 年９⽉ 29 ⽇にフィリップ証
券株式会社との間で、担当 J-Adviser 契約（以下「当該契約」といいます。）を締結しており
ます。当該契約は、TOKYO PRO Market における当社株式の新規上場及び上場維持の前提と
なる契約であり、当該契約を解除し、かつ、他の担当 J-Adviser を確保できない場合、当社株
式は TOKYO PRO Market から上場廃⽌となります。当該契約における契約解除に関する条
項及び契約解除に係る事前催告に関する事項は以下のとおりです。 

なお、本発⾏者情報の公表⽇現在において、当該契約の解除条項に該当する事象は⽣じてお
りません。 

 
 

当社（以下「甲」という。）が次のいずれかに該当する場合には、フィリップ証券㈱（以下
「⼄」という。）は J-Adviser 契約（以下「本契約」という。）を即⽇無催告解除することが
できる。 
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 【経営上の重要な契約等】 
該当事項はありません。 
 

 【研究開発活動】 
該当事項はありません。 

 
 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

⽂中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末⽇現在において当社グループが判断したも
のであります。 

 
 

当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において⼀般に公正妥当と認められている会計
基準に基づき作成されております。この中間連結財務諸表の作成にあたって、経営者による会
計⽅針の選択・適⽤、資産・負債及び収益・費⽤の報告⾦額及び開⽰に影響を与える⾒積りを
必要としております。経営者は、これらの⾒積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判
断しておりますが、実際の結果は、⾒積りによる不確実性のため、これらの⾒積りと異なる場
合があります。なお、詳細につきましては、「第６ 経理の状況 １中間連結財務諸表等（1）
中間連結財務諸表 【注記事項】（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」
に記載のとおりであります。 

 

（流動資産） 
当中間連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末と⽐べ、947,889千円増加

し、4,058,762千円となりました。主な要因は、現⾦及び預⾦の増加366,508千円、商品の増
加528,642千円、電⼦記録債権の増加59,707千円であります。 

 
（固定資産） 

当中間連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末と⽐べ、94,990千円増加
し、393,113千円となりました。主な要因は、ソフトウエア仮勘定の増加104,611千円、繰延
税⾦資産の減少9,813千円であります。 

 
（流動負債） 

当中間連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末と⽐べ、955,707千円増加
し、2,126,695千円となりました。主な要因は、短期借⼊⾦の増加930,000千円、電⼦記録債
務の増加30,118千円、未払法⼈税等の減少26,520千円であります。 

 
（固定負債） 

当中間連結会計期間末における固定負債は、前連結会計年度末と⽐べ、16,300 千円増加
し、131,748 千円となりました。主な要因は、その他に含まれる⻑期未払⾦の増加 16,718
千円であります。 
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（純資産） 
当中間連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と⽐べ、70,872 千円増加

し、2,193,430 千円となりました。主な要因は、親会社株主に帰属する中間純利益の計上に
よる利益剰余⾦の増加 44,233 千円、繰延ヘッジ損益の増加 10,500 千円、為替換算調整勘定
の増加 8,599 千円であります。 
 

 

 
 

 

２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 
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第４ 【設備の状況】 
当社グループは、各種設備機器・部品・材料の開発販売の単⼀セグメントであるため、セグメン

トに関連付けた記載はしておりません。 
 

 【主要な設備の状況】 
当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 
 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新
設、除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡
充、改修、除却、売却等の計画はありません。       
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第５ 【発⾏者の状況】  
 【株式等の状況】 

 

記名・無記
名の別、額
⾯・無額⾯
の別及び種

類 

発⾏可能
株式総数

（株） 

未発⾏株
式数

（株） 

中間連結会計
期間末現在発

⾏数（株）
（2022 年９⽉

30 ⽇） 

公表⽇現在発
⾏数（株） 

（2022 年 12
⽉ 28 ⽇） 

上場⾦融商品取
引所名⼜は登録
認可⾦融商品取

引業協会名 

内容 

普通株式 1,940,000 1,452,920 487,080 487,080 
東京証券取引所
（TOKYO PRO 

Market） 

単元株式数は
100 株であり

ます。 
計 1,940,000 1,452,920 487,080 487,080 − − 

 
 

該当事項はありません。 
 

 

該当事項はありません。 
 

 

該当事項はありません。 
 

 

年⽉⽇ 
発⾏済株式総数

増減数（株） 
発⾏済株式総
数残⾼（株） 

資本⾦増減
額（千円） 

資本⾦残⾼
（千円） 

資本準備
⾦増減額
（千円） 

資本準備
⾦残⾼

（千円） 
2022 年４⽉ １⽇〜 
2022 年９⽉ 30 ⽇ − 487,080 − 90,000 − − 
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⽒名⼜は名称 住所 
所有株式数

（株） 

株式総数に対
する所有株式
数の割合(％) 

岡⽥ 吉⾼ ⼤阪府⼤阪市北区 245,680 53.38 
岡⽥産業株式会社 ⼤阪市福島区福島⼀丁⽬１番 48 号 163,000 35.41 
岡⽥ 令奈 ⼤阪府⼤阪市阿倍野区 25,000 5.43 
フローバル従業員持株会 ⼤阪府⼤阪市⻄区⻄本町⼀丁⽬ 15 番 10 号 22,000 4.78 
⿑藤 ⾠男 新潟県新潟市中央区 1,000 0.22 
株式会社浅井 東京都⼤⽥区平和島５丁⽬８番 23 号 1,000 0.22 
合同会社 NRC 埼⽟県深⾕市東⽅町１丁⽬８番 11 号 1,000 0.22 
柳澤 順 兵庫県⻄宮市 900 0.20 
⽩ 太成 ⼤阪府⼤阪市城東区 600 0.13 
株式会社三和⾦属⼯業 ⼤阪府松原市三宅東３丁⽬２番 40 号 100 0.02 

計 − 460,280 100.00 
（注）１．当社が保有する⾃⼰株式数 26,800 株につきましては、上記の表及び持分⽐率の計算より除いておりま

す。 
２．株式総数に対する所有株式数の割合は、⼩数点以下第 3 位を四捨五⼊しております。 

 
 

2022年９⽉30⽇現在 

区分 株式数（株） 
議決権の
数（個） 

内容 

無議決権株式 − − − 
議決権制限株式（⾃⼰株式等） − − − 
議決権制限株式（その他） − − − 
完全議決権株式（⾃⼰株式等） 普通株式 26,800 − − 
完全議決権株式（その他） 普通株式 460,200 4,602 権利内容に何ら限定の

ない、当社における標
準となる株式であり、
単元株式数は 100 株で
あります。 

単元未満株式 普通株式 80 − − 
発⾏済株式総数 487,080 − − 
総株主の議決権 − 4,602 − 
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2022年９⽉30⽇現在 

所有者の⽒名
⼜は名称 

所有者の住所 
⾃⼰名義所

有株式数
（株） 

他⼈名
義所有
株式数
（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発⾏済株式総
数に対する所
有株式数の割

合（％） 
フローバル 
株式会社 

⼤阪市⻄区⻄本町
⼀丁⽬ 15 番 10 号 

26,800 − 26,800 5.50 

計 − 26,800 − 26,800 5.50 
 

 【株価の推移】 

⽉別 2022年４⽉ 2022年５⽉ 2022年６⽉ 2022年７⽉ 2022年８⽉ 2022年９⽉ 
最⾼（円） − − − − − − 
最低（円） − − − − − − 

（注）１．最⾼・最低株価は、東京証券取引所（TOKYO PRO Market）におけるものであります。 
２.  2022 年４⽉、５⽉、６⽉、７⽉、８⽉及び９⽉については、売買実績はありません。 
 

 【役員の状況】 
2022年６⽉30⽇付の発⾏者情報公表⽇後、本中間発⾏者情報公表⽇までにおいて、役員の異動

はありません。 
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第６ 【経理の状況】 
 中間連結財務諸表の作成⽅法について 

 

 
 

 
 監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第
128条第３項の規定に基づき、当中間連結会計期間（2022年４⽉１⽇から2022年９⽉30⽇まで）の
中間連結財務諸表について、監査法⼈コスモスにより中間監査を受けております。 
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【中間連結財務諸表等】 
 

 

（単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（2022 年３⽉ 31 ⽇） 
当中間連結会計期間 

（2022 年 9 ⽉ 30 ⽇） 
資産の部   

流動資産   
現⾦及び預⾦ 522,330 888,838 
受取⼿形 290,132 320,890 
売掛⾦ 612,508 591,711 
電⼦記録債権 285,063 344,771 
商品 1,288,409 1,817,051 
貯蔵品 22,655 14,313 
その他   89,987  81,399 
貸倒引当⾦ △213 △214 
流動資産合計 3,110,873 4,058,762 

固定資産   
有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 66,679 63,080 
リース資産（純額） 17,450 15,153 
その他（純額） 11,320 14,455 
有形固定資産合計 ※１ 95,449 ※１ 92,689 

無形固定資産   
リース資産 5,669 3,995 
ソフトウエア仮勘定 42,850 147,461 
その他 11,479 14,883 
無形固定資産合計 59,998 166,340 

投資その他の資産   
投資有価証券 10,740 11,916 
差⼊保証⾦ 68,365 63,592 
繰延税⾦資産 53,603 43,789 
その他 11,716 16,609 
貸倒引当⾦ △1,752 △1,824 
投資その他の資産合計 142,673 134,083 

固定資産合計 298,122 393,113 
資産合計 3,408,995 4,451,875 

 



 

― 21 ― 
 

（単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（2022 年３⽉ 31 ⽇） 
当中間連結会計期間 

（2022 年 9 ⽉ 30 ⽇） 
負債の部   

流動負債   
⽀払⼿形及び買掛⾦ 359,694 378,389 
電⼦記録債務 355,103 385,221 
短期借⼊⾦ 170,000 1,100,000 
1 年内返済予定の⻑期借⼊⾦ 40,000 40,000 
リース債務 8,413 7,920 
未払⾦ 117,696 122,210 
未払法⼈税等 49,605 23,084 
契約負債 12,453 11,130 
賞与引当⾦ 36,253 32,240 
その他   21,768  26,497 
流動負債合計 1,170,988 2,126,695 

固定負債   
リース債務 17,161 13,316 
役員退職慰労引当⾦ 44,211 47,478 
退職給付に係る負債 12,731 13,902 
資産除去債務 41,343 40,333 
その他 − 16,718 
固定負債合計 115,448 131,748 

負債合計 1,286,437 2,258,444 
純資産の部   

株主資本   
資本⾦ 90,000 90,000 
資本剰余⾦ 9,470 15,340 
利益剰余⾦ 2,050,987 2,095,220 
⾃⼰株式 △30,661 △28,531 
株主資本合計 2,119,796 2,172,029 

その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額⾦ 2,752 2,290 

 繰延ヘッジ損益 − 10,500 
 為替換算調整勘定 10 8,609 

  その他の包括利益累計額合計 2,762 21,401 
純資産合計 2,122,558 2,193,430 

負債純資産合計 3,408,995 4,451,875 
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【中間連結損益計算書】 
（単位：千円） 

 
前中間連結会計期間 

(⾃ 2021 年４⽉ １⽇ 
 ⾄ 2021 年９⽉ 30 ⽇) 

当中間連結会計期間 
(⾃ 2022 年４⽉ １⽇ 

 ⾄ 2022 年９⽉ 30 ⽇) 
売上⾼ 2,645,209 3,122,077 
売上原価 1,793,642 2,246,471 
売上総利益 851,567 875,605 
販売費及び⼀般管理費 ※１  740,905 ※１  805,259 
営業利益 110,662 70,346 
営業外収益   

受取利息 47 98 
受取配当⾦ 203 234 
仕⼊割引 2,423 1,618 
鉄屑処分収⼊      − 1,213 
その他 14,998 3,392 
営業外収益合計 17,673 6,557 

営業外費⽤   
⽀払利息 211 532 
売上割引 3,719 3,959 
ファクタリング売却損 511 605 
その他 1,721 279 
営業外費⽤合計 6,163 5,377 

経常利益 122,171 71,527 
特別損失   

固定資産除却損 − ※２   0 
特別損失合計 − 0 

税⾦等調整前中間純利益 122,171 71,527 
法⼈税､住⺠税及び事業税 46,501 22,780 
法⼈税等調整額 △4,637 4,513 
法⼈税等合計 41,863 27,293 
中間純利益 80,308 44,233 
親会社株主に帰属する中間純利益 80,308 44,233 
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【中間連結包括利益計算書】 
                    （単位：千円） 

 
前中間連結会計期間 
(⾃ 2021 年４⽉ １⽇ 

⾄ 2021 年９⽉ 30 ⽇) 

当中間連結会計期間 
(⾃ 2022 年４⽉ １⽇ 

 ⾄ 2022 年９⽉ 30 ⽇) 
中間純利益 80,308 44,233 
その他の包括利益   
 その他有価証券評価差額⾦ 280 △461 

繰延ヘッジ損益 △2,207 10,500 
為替換算調整勘定 4,726 8,599 
その他の包括利益合計 2,800 18,639 

中間包括利益 83,108 62,872 
（内訳）   
親会社株主に係る中間包括利益 83,108 62,872 
⾮⽀配株主に係る中間包括利益 − − 
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前中間連結会計期間（⾃2021年４⽉１⽇ ⾄2021年９⽉30⽇） 
（単位：千円） 

 
株主資本 

資本⾦ 資本剰余⾦ 利益剰余⾦ ⾃⼰株式 
株主資本 

合計 
当期⾸残⾼ 90,000 9,470 1,796,022 △29,903 1,865,588 
当中間期変動額      

親会社株主に帰属する
中間純利益 

− − 80,308 − 80,308 

⾃⼰株式の取得 − − − △757 △757 
株主資本以外の項⽬の
当中間期変動額（純
額） 

     

当中間期変動額合計 − − 80,308 △757 79,551 
当中間期末残⾼ 90,000 9,470 1,876,330 △30,661 1,945,139 

 
（単位：千円） 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他有価
証券評価差

額⾦ 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算 
調整勘定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期⾸残⾼ 1,938 4,710 12,772 19,422 1,885,010 
当中間期変動額      

親会社株主に帰属する
中間純利益 

− − − − 80,308 

⾃⼰株式の取得 − − − − △757 
株主資本以外の項⽬の
当中間期変動額（純
額） 

280 △2,207 4,726 2,800 2,800 

当中間期変動額合計 280 △2,207 4,726 2,800 82,351 
当中間期末残⾼ 2,219 2,503 17,499 22,222 1,967,362 
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当中間連結会計期間（⾃2022年４⽉１⽇ ⾄2022年９⽉30⽇） 
（単位：千円） 

 
株主資本 

資本⾦ 資本剰余⾦ 利益剰余⾦ ⾃⼰株式 
株主資本 

合計 
当期⾸残⾼ 90,000 9,470 2,050,987 △30,661 2,119,796 
当中間期変動額      

親会社株主に帰属する
中間純利益 

− − 44,233 − 44,233 

⾃⼰株式の処分 − 5,870 − 2,130 8,000 
株主資本以外の項⽬の
当中間期変動額（純
額） 

     

当中間期変動額合計 − 5,870 44,233 2,130 52,233 
当中間期末残⾼ 90,000 15,340 2,095,220 △28,531 2,172,029 

 
（単位：千円） 

 

その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他有価
証券評価差

額⾦ 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算 
調整勘定 

その他の包括利
益累計額合計 

当期⾸残⾼ 2,752 − 10 2,762 2,122,558 
当中間期変動額      

親会社株主に帰属する
中間純利益 

− − − − 
44,233 

⾃⼰株式の処分 − − − − 8,000 
株主資本以外の項⽬の
当中間期変動額（純
額） 

△461 10,500 8,599 18,639 18,639 

当中間期変動額合計 △461 10,500 8,599 18,639 70,872 
当中間期末残⾼ 2,290 10,500 8,609 21,401 2,193,430 
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（単位：千円） 

 
前中間連結会計期間 

(⾃ 2021 年４⽉ １⽇ 
 ⾄ 2021 年９⽉ 30 ⽇) 

当中間連結会計期間 
(⾃ 2022 年４⽉ １⽇ 

 ⾄ 2022 年９⽉ 30 ⽇) 
営業活動によるキャッシュ・フロー   

税⾦等調整前中間純利益 122,171 71,527 
減価償却費 11,702 11,904 
役員退職慰労引当⾦の増減額（△は減少） 2,086 3,266 
賞与引当⾦の増減額（△は減少） 428 △4,012 
貸倒引当⾦の増減額（△は減少） 69 72 
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 555 1,170 
受取利息及び受取配当⾦ △251 △333 
⽀払利息 211 532 
売上債権の増減額（△は増加） △102,989 △69,741 
棚卸資産の増減額（△は増加） △227,739 △520,300 
仕⼊債務の増減額（△は減少） △14,917 48,814 
未収消費税等の増減額（△は増加） − 32,011 
未払消費税等の増減額（△は減少） △31,658 − 
その他 △7,157 11,647 
⼩計 △247,487 △413,441 
利息及び配当⾦の受取額 251 333 
利息の⽀払額 △193 △563 
法⼈税等の⽀払額 △23,971 △49,855 
営業活動によるキャッシュ・フロー △271,400 △463,526 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預⾦の預⼊による⽀出 △564 △757 
有形固定資産の取得による⽀出 △14,547 △5,548 
有形固定資産の売却による収⼊ 326,647 − 
無形固定資産の取得による⽀出 △15,601 △109,361 
投資有価証券の取得による⽀出 △98 △1,881 
差⼊保証⾦の差⼊による⽀出 △203 △2,074 
差⼊保証⾦の回収による収⼊ 25,200 6,848 
その他 △209 △209 
投資活動によるキャッシュ・フロー 320,622 △112,984 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借⼊⾦の純増減額（△は減少） 60,000 930,000 
⻑期借⼊⾦の返済による⽀出 △28,307 − 
⾃⼰株式の処分による収⼊ − 8,000 
⾃⼰株式の取得による⽀出 △757 − 
リース債務の返済による⽀出 △3,912 △4,338 
財務活動によるキャッシュ・フロー 27,023 933,661 

現⾦及び現⾦同等物に係る換算差額 5,199 8,599 
現⾦及び現⾦同等物の増減額（△は減少） 81,444 365,750 
現⾦及び現⾦同等物の期⾸残⾼ 596,908 520,773 
現⾦及び現⾦同等物の中間期末残⾼ ※ 678,352 ※ 886,524 
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【注記事項】 

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
１．連結の範囲に関する事項 

すべての⼦会社を連結しております。 
連結⼦会社の数 

連結⼦会社の名称 

 
２．持分法の適⽤に関する事項 

該当事項はありません。 
 
３．連結⼦会社の中間決算⽇等に関する事項 

 
４．会計⽅針に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価⽅法 

① 有価証券 
その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 
決算⽇の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直⼊法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採⽤しております。 
② 棚卸資産 

商品 
当社及び在外⼦会社は主として⽉次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの⽅法により算定）を採⽤しております。 
貯蔵品 

当社及び在外⼦会社は主として最終仕⼊原価法による原価法（貸借対照表価額は収益
性の低下による簿価切下げの⽅法により算定）を採⽤しております。 

③ デリバティブ 
時価法を採⽤しております。 

 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の⽅法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 
当社は定率法を採⽤しております。ただし、1998年４⽉１⽇以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４⽉１⽇以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法を採⽤しております。 

海外⼦会社は定額法を採⽤しております。 
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なお、主な耐⽤年数は以下のとおりであります。 
建物及び構築物     ８〜17年 
⼯具、器具及び備品   ５〜15年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法を採⽤しております。 
⾃社利⽤のソフトウエア ５年 

③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐⽤年数とし、残存価額を零とする定額法を採⽤しております。 
 
（３）重要な引当⾦の計上基準 

① 貸倒引当⾦ 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社は⼀般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能⾒込額を計上
しております。 

② 賞与引当⾦ 
当社は従業員に対して⽀給する賞与の⽀出に充てるため、⽀給⾒込額のうち、当中間連

結会計期間に帰属する額を計上しております。 
③ 役員退職慰労引当⾦ 

当社は役員の退職慰労⾦の⽀出に備えて、役員退職⾦規程に基づく中間連結会計期間末
要⽀給額を計上しております。 

   
（４）退職給付に係る会計処理の⽅法 

当社は主として確定拠出制度を採⽤しておりますが、⼀部確定給付制度も採⽤しておりま
す。確定給付制度では、功労のあった管理職に対して退職時に⽀給する功労⾦に備えるた
め、内規に基づく中間連結会計期間末⾃⼰都合要⽀給額を退職給付債務とする⽅法を⽤いた
簡便法を適⽤しております。 

 
（５）重要な収益及び費⽤の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３⽉31⽇）及び「収益認
識に関する会計基準の適⽤指針」（企業会計基準第30号 2021年３⽉26⽇）を適⽤してお
り、顧客との契約に基づき約束した財⼜はサービスの⽀配が顧客に受け取ると⾒込まれる⾦
額で収益を認識しております。 

 
（６）重要な外貨建の資産⼜は負債の本邦通貨への換算の基準 

  外貨建⾦銭債権債務は、中間連結決算⽇の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。なお、在外⼦会社の資産及び負債並びに収益及び費⽤は、中
間決算⽇の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定に含めております。 
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（７）重要なヘッジ会計の⽅法 
  ① ヘッジ会計の⽅法 
    繰延ヘッジ処理によっております。 

② ヘッジ⼿段とヘッジ対象 
ヘッジ⼿段  為替予約 
ヘッジ対象  外貨建予定取引 

③ ヘッジ⽅針 
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する⽬的で為替予約を⾏っております。な

お、その実⾏と管理は内部管理規程に基づいており、為替予約は実需の範囲内で⾏ってお
ります。 

④ ヘッジ有効性評価の⽅法 
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ⼿段の相場

変動の累計を⽐較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 
 

（８）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資⾦の範囲 
⼿許現⾦、随時引き出し可能な預⾦及び容易に換⾦可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得⽇から３ヶ⽉以内に償還期限の到来する短期投資からなっ
ております。 

 

（会計⽅針の変更） 

該当事項はありません。 
 

（表⽰⽅法の変更） 

（中間連結損益計算書） 
営業外収益 

前中間連結会計期間において、独⽴掲記しておりました「営業外収益」の「受取地代家賃」
及び「為替差益」は、営業外収益総額の100分の10以下となったため、当中間連結会計期間よ
り「その他」に表⽰しております。この表⽰⽅法の変更を反映させるため、前中間連結会計期
間の中間連結財務諸表の組替を⾏っております。 

この結果、前中間連結会計期間において、「営業外収益」の「受取地代家賃」に表⽰してい
た5,100千円、「為替差益」9,049千円及び「その他」848千円は、「その他」14,998千円とし
て組み替えております。 

 
営業外費⽤ 

前中間連結会計期間において、「営業外費⽤」の「その他」に含めていた「ファクタリング
売却損」は、営業外費⽤の総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間により独⽴掲
記することとしております。また、前中間連結会計期間において、独⽴掲記しておりました
「営業外費⽤」の「賃貸原価」は、営業外費⽤の総額の100分の10以下となったため、当中間
連結会計期間より「その他」に含めて表⽰しております。 

この結果、前中間連結会計期間において、「営業外費⽤」の「賃貸原価」に表⽰していた
778千円及び「その他」の1,454千円は、「ファクタリング売却損」511千円及び「その他」



 

― 30 ― 
 

1,721千円として組み替えております。 
 

（追加情報） 
会計上の⾒積りを⾏う上での新型コロナウイルス感染症の影響 

新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の拡⼤や収束時期に関しては、依然として予
想することは困難な状況でありますが、当社グループは 2022 年度以降も⼀定期間にわたり継続
するとの仮定のもと、固定資産の減損や繰延税⾦資産の回収可能性等の会計上の⾒積りを⾏って
おります。 

なお、当該仮定は不確実性が⾼く、新型コロナウイルス感染症の影響が⻑期化等した場合に
は、将来の財政状態及び経営成績に重要な影響を与える可能性があります。また、前連結会計年
度から当該仮定に変更はありません。 

 
（中間連結貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 
（単位：千円） 

  前連結会計年度 
(2022 年 3 ⽉ 31 ⽇) 

当中間連結会計期間 
(2022 年 9 ⽉ 30 ⽇) 

有形固定資産の減価償却累計額及び
減損損失累計額 

126,767 134,757 

 
（中間連結損益計算書関係） 

※１ 販売費及び⼀般管理費のうち主要な費⽬及び⾦額は次のとおりであります。 
（単位：千円） 

  
前中間連結会計期間 

(⾃ 2021 年４⽉ １⽇ 
 ⾄ 2021 年 9 ⽉ 30 ⽇) 

当中間連結会計期間 
(⾃ 2022 年４⽉ １⽇ 

 ⾄ 2022 年 9 ⽉ 30 ⽇) 
従業員給料及び⼿当 252,168 276,015 
賞与引当⾦繰⼊額 53,707 32,240 
役員退職⾦引当⾦繰⼊額 1,235 2,664 
退職給付費⽤ 3,210  4,640 

 
※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 

(⾃ 2021 年４⽉ １⽇ 
 ⾄ 2021 年９⽉ 30 ⽇) 

当中間連結会計期間 
(⾃ 2022 年４⽉ １⽇ 

 ⾄ 2022 年 9 ⽉ 30 ⽇) 

その他 − 0 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 
前中間連結会計期間（⾃ 2021年４⽉１⽇ ⾄ 2021年９⽉30⽇） 
１．発⾏済株式の種類及び総数並びに⾃⼰株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度 
期⾸株式数(株) 

当中間連結会計期間 
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間 
減少株式数(株) 

当中間連結会計 
期間末株式数(株) 

発⾏済株式     
普通株式 487,080 − − 487,080 

合計 487,080 − − 487,080 
⾃⼰株式     

普通株式（注） 28,500 300 − 28,800 
合計 28,500 300 − 28,800 

（注）普通株式の⾃⼰株式の株式数の増加 300 株は、株主総会決議による⾃⼰株式の取得によるものであります。 
 
２．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
 
３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
 

当中間連結会計期間（⾃ 2022年４⽉１⽇ ⾄ 2022年９⽉30⽇） 
１．発⾏済株式の種類及び総数並びに⾃⼰株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度 
期⾸株式数(株) 

当中間連結会計期間 
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間 
減少株式数(株) 

当中間連結会計 
期間末株式数(株) 

発⾏済株式     
普通株式 487,080 − − 487,080 

合計 487,080 − − 487,080 
⾃⼰株式     

普通株式（注） 28,800 − 2,000 26,800 
合計 28,800 − 2,000 26,800 

（注）普通株式の⾃⼰株式の株式数の減少 2,000 株は、当社従業員持株会への売却によるものであります。 
 
２．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
 
３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
※ 現⾦及び現⾦同等物の中間期末残⾼と中間連結貸借対照表に記載されている科⽬の⾦額との

関係 
                     （単位：千円） 

 
前中間連結会計期間 

(⾃ 2021 年４⽉ １⽇ 
 ⾄ 2021 年９⽉ 30 ⽇) 

当中間連結会計期間 
(⾃ 2022 年４⽉ １⽇ 

 ⾄ 2022 年９⽉ 30 ⽇) 
現⾦及び預⾦ 681,677 888,838 
預⼊期間が 3 ヶ⽉を超える定期預⾦ △3,325 △2,314 
現⾦及び現⾦同等物 678,352 886,524 

 
（リース取引関係） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 
１．リース資産の内容 

（１）有形固定資産 
「⼯具、器具及び備品」であります。 

（２）無形固定資産 
「ソフトウエア」であります。 

２．リース資産の減価償却の⽅法 
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計⽅針に関する事項 (2) 重

要な減価償却資産の減価償却の⽅法」に記載のとおりであります。 
 

（⾦融商品関係） 
１．⾦融商品の状況に関する事項 
（１）⾦融商品に対する取組⽅針 

当社グループは、資⾦運⽤については主に流動性の⾼い⾦融資産で運⽤し、また、短期
的な運転資⾦を銀⾏借⼊により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回
避するために利⽤しており、投機的な取引は⾏わない⽅針であります。 

 
（２）⾦融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取⼿形・売掛⾦・電⼦記録債権は顧客の信⽤リスクに晒されておりま
す。また、投資有価証券は、その他有価証券に区分される株式であり、市場価格の変動リ
スクに晒されております。 

営業債務である⽀払⼿形及び買掛⾦、電⼦記録債務及び未払⾦は、そのほとんどが２ヶ
⽉以内の⽀払期⽇であります。⼀部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒さ
れておりますが、必要に応じてデリバティブ取引（為替予約取引）を利⽤してヘッジして
おります。 

借⼊⾦のうち、短期借⼊⾦は主に営業活動に係る資⾦調達であり、⻑期借⼊⾦は主に設
備投資に係る資⾦調達です。変動⾦利の借⼊⾦は、⾦利の変動リスクに晒されておりま
す。 
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デリバティブ取引は、輸⼊取引に係る為替変動リスクに備えるため、為替予約取引を利
⽤しており、市場価格の変動リスクに晒されております。なお、ヘッジ会計に関するヘッ
ジ⼿段とヘッジ対象、ヘッジ⽅針、ヘッジの有効性の評価⽅法については、「連結財務諸
表作成のための基本となる重要な事項４．会計⽅針に関する事項（７）重要なヘッジ会計
の⽅法」に記載のとおりです。 
 

（３）⾦融商品に係るリスク管理体制 
① 信⽤リスク（取引先の契約不履⾏等に係るリスク）の管理 

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、取引先の信⽤度に基づき
販売限度額を定めると同時に、期⽇管理・残⾼管理を⾏っております。取引先の信⽤状
態については１年に⼀度⾒直しを⾏い、販売限度額の更新を⾏う体制にしております。 

デリバティブ取引については取引先相⼿を⾼格付を有する⾦融機関に限定しているた
め信⽤リスクはほとんどないと認識しております。 

② 市場リスク（為替や⾦利等の変動リスク）の管理 
当社は輸⼊取引に係る為替変動リスクに対応し、為替予約取引を必要に応じて利⽤し

ております。 
投資有価証券については、定期的に時価や発⾏体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、保有状況を継続的に⾒直しております。 
デリバティブ取引の執⾏・管理については、デリバティブ管理規程に従い、担当部署

が決裁担当者の承認を得て⾏っております。 
③ 資⾦調達に係る流動性リスク（⽀払期⽇に⽀払いを実⾏できなくなるリスク）の管理 

当社グループは、各部署からの報告に基づき財務課が適時に資⾦繰計画を作成・更新
することにより、流動性リスクを管理しております。 
 

（４）⾦融商品の時価等に関する事項についての補⾜説明 
⾦融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採⽤することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティ
ブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その⾦額⾃体がデ
リバティブ取引に係る市場リスクを⽰すものではありません。 

 
２．⾦融商品の時価等に関する事項 

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。 
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前連結会計年度（2022年３⽉31⽇） 
   （単位：千円） 

 
連結貸借対照表

計上額 
時価 差額 

投資有価証券 10,740 10,740 − 
資産計 10,740 10,740 − 

⻑期借⼊⾦（１年内返済予定を含む） 40,000 39,985 △14 
負債計 40,000 39,985 △14 

デリバティブ取引（※２） − − − 
（※１）「現⾦及び預⾦」「受取⼿形」「売掛⾦」「電⼦記録債権」「⽀払⼿形及び買掛⾦」「電⼦記録債

務」「短期借⼊⾦」「未払⾦」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの
であることから、記載を省略しております。 

（※２）デリバティブ取引によって⽣じた正味の債権・債務は純額で表⽰しております。 
 

当中間連結会計期間（2022年９⽉30⽇） 
   （単位：千円） 

 
中間連結貸借 
対照表計上額 

時価 差額 

投資有価証券 11,916 11,916 − 
資産計 11,916 11,916 − 

⻑期借⼊⾦（１年内返済予定を含む） 40,000 39,985 △14 
負債計 40,000 39,985 △14 

デリバティブ取引（※２）    
ヘッジ会計が適⽤されていないもの − − − 
ヘッジ会計が適⽤されているもの 16,044 16,044 − 

デリバティブ取引計 16,044 16,044 − 
（※１）「現⾦及び預⾦」「受取⼿形」「売掛⾦」「電⼦記録債権」「⽀払⼿形及び買掛⾦」「電⼦記録債

務」「短期借⼊⾦」「未払⾦」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの
であることから、記載を省略しております。 

（※２）デリバティブ取引によって⽣じた正味の債権・債務は純額で表⽰しております。 
 

３．⾦融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
⾦融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産⼜は負債に関する相場価格により
算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを⽤いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使⽤して算定した時価 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使⽤している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
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分類しております。 
 

（１） 時価で中間連結貸借対照表に計上している⾦融商品 
前連結会計年度（2022年３⽉31⽇） 

（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
投資有価証券 10,740 − − 10,740 

資産計 10,740 − − 10,740 
 
当中間連結会計期間（2022年９⽉30⽇） 

（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
投資有価証券 11,916 − − 11,916 

資産計 11,916 − − 11,916 
デリバティブ取引（※）     

通貨関連 − 16,044 − 16,044 
 ⾦利関連 − − − − 
デリバティブ取引計 − 16,044 − 16,044 

（※） デリバティブ取引によって⽣じた正味の債権・債務は純額で表⽰しております。 
 
（２） 時価で中間連結貸借対照表に計上している⾦融商品以外の⾦融商品 

前連結会計年度（2022年３⽉31⽇） 
（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
⻑期借⼊⾦（１年内返済予定を含む） − 39,985 − 39,985 

負債計 − 39,985 − 39,985 
 

当中間連結会計期間（2022年９⽉30⽇） 
（単位：千円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
⻑期借⼊⾦（１年内返済予定を含む） − 39,985 − 39,985 

負債計 − 39,985 − 39,985 
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（注）時価の算定に⽤いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 
資産 

投資有価証券 
上場株式は取引所の価格によっており、レベル１の時価に分類しております。保

有⽬的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記をご参
照ください。 

負債 
⻑期借⼊⾦（１年内返済予定を含む） 

変動⾦利によるものは、短期間で市場⾦利を反映し、また、当社の信⽤状態は実
⾏後⼤きく異なっていないことから、時価は帳簿価額に近似していると考えられる
ため、当該帳簿価額によっております。固定⾦利によるものは、同様の新規取引を
⾏った場合に想定される利率で元利⾦の合計を割り引いて時価を算定しておりま
す。これらの取引につきましては、レベル２に分類しております。 

デリバティブ取引 
取引先⾦融機関から提⽰された価格を時価としております。⼊⼿した価格の構成要

素として、観察可能な⾦利、外国為替等をインプットとして⽤いていることから、レ
ベル２の時価に分類しております。取引種別毎のデリバティブ取引に関する注記事項
については、「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。 

 
（有価証券関係） 

１．その他有価証券 
前連結会計年度（2022年３⽉31⽇） 

（単位：千円） 

 種類 
連結貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

①株式 
②債券 
③その他 

10,740 
− 
− 

6,537 
− 
− 

4,204 
− 
− 

⼩計 10,740 6,537 4,204 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

①株式 
②債券 
③その他 

− 
− 
− 

− 
− 
− 

− 
− 
− 

⼩計 − − − 
合計 10,740 6,537 4,204 
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当中間連結会計期間（2022 年９⽉ 30 ⽇） 
（単位：千円） 

 種類 
中間連結貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

中間連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

①株式 
②債券 
③その他 

10,657 
− 
− 

7,095 
− 
− 

3,562 
− 
− 

⼩計 10,657 7,095 3,562 

中間連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

①株式 
②債券 
③その他 

1,258 
− 
− 

1,320 
− 
− 

△62 
− 
− 

⼩計 1,258 1,320 △62 
合計 11,916 8,416 3,499 

 
２．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（⾃ 2021年４⽉１⽇ ⾄ 2022年３⽉31⽇） 
該当事項はありません。 
 
当中間連結会計期間（⾃ 2022年４⽉１⽇ ⾄ 2022年９⽉30⽇） 
該当事項はありません。 

 
（デリバティブ取引関係） 

１．ヘッジ会計が適⽤されているデリバティブ取引 
通貨関連 

前連結会計年度（2022年３⽉31⽇） 
 該当事項はありません。 
 
当中間連結会計期間（2022年９⽉30⽇） 

（単位：千円） 
ヘッジ会計

の⽅法 
取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 

契約額等の
うち１年超 

時価 

原則的 
処理⽅法 

為替予約取引 
買建 
⽶ドル 
中国元 

 
 
外貨建予定取引 

 
 

94,167 
84,008 

 
 

55,084 
84,008 

 
 

13,802 
2,241 

合計 178,176 139,093 16,044 
（注）時価の算定⽅法 

取引先⾦融機関から提⽰された価格に基づき算定しております。 
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（資産除去債務関係） 
  資産除去債務のうち中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に計上しているもの 

当該資産除去債務の総額の増減は、次のとおりであります。 
（単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（⾃ 2021 年４⽉ １⽇ 
⾄ 2022 年３⽉ 31 ⽇） 

当中間連結会計期間 
(⾃ 2022 年４⽉ １⽇ 

 ⾄ 2022 年９⽉ 30 ⽇) 
 期⾸残⾼ 45,382 41,343 

有形固定資産の取得に伴う増加額 3,995 − 
時の経過による調整額 47 27 
資産除去債務の履⾏による減少額 − △1,038 
資産除去債務の⾒積りの変更による減少額 △8,082 − 
中間期末残⾼（期末残⾼） 41,343 40,333 

 
（収益認識関係） 

１．顧客との契約から⽣じる収益を分解した情報 
                            （単位：千円） 

区分 
前中間連結会計期間 

（⾃ 2021年４⽉１⽇ 
   ⾄ 2021年９⽉30⽇) 

当中間連結会計期間 
（⾃ 2022年４⽉１⽇ 

   ⾄ 2022年９⽉30⽇) 
卸売販売事業 1,985,567 2,219,254 
⼩売販売事業 550,380 785,429 
海外販売事業 109,262 117,392 
顧客との契約から⽣じる収益 2,645,209 3,122,077 
その他収益 − − 
外部顧客への売上⾼ 2,645,209 3,122,077 

 
２．収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から⽣じる収益を理解するための基礎となる情報は「（中間連結財務諸表作成の
ための基本となる重要な事項） ４．会計⽅針に関する事項 （５）重要な収益及び費⽤の計上
基準」に記載のとおりであります。 

 
３．顧客との契約に基づく履⾏義務の充⾜と当該契約から⽣じるキャッシュ・フローとの関係並びに

当中間連結会計期間末において存在する顧客との契約から当中間連結会計期間の末⽇後に認識す
ると⾒込まれる収益の⾦額及び時期に関する情報 
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（単位：千円） 
 前連結会計年度 

（⾃ 2021 年４⽉ １⽇ 
⾄ 2022 年３⽉ 31 ⽇） 

当中間連結会計期間 
（⾃ 2022 年４⽉１⽇ 

   ⾄ 2022 年９⽉ 30 ⽇) 
顧客との契約から⽣じた債権（期⾸残⾼） 1,060,456 1,187,704 
顧客との契約から⽣じた債権（期末残⾼） 1,187,704 1,257,373 
契約負債（期⾸残⾼） 6,981 12,453 
契約負債（期末残⾼） 12,453 11,130 

契約負債は、主に顧客からの前受⾦であり、収益の認識に伴い取り崩されます。当中間連結会計期
間の期⾸現在の契約負債残⾼は、当中間連結会計期間の収益として認識されています。 
 

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

当社グループは、各種設備機器・部品・材料の開発販売の単⼀セグメントであるため、該当事
項はありません。 

 
【関連情報】 

前中間連結会計期間（⾃ 2021年４⽉１⽇ ⾄ 2021年９⽉30⽇） 
１．製品及びサービスごとの情報 

単⼀の製品・サービスの区分の外部顧客への売上⾼が中間連結損益計算書の売上⾼の
90％を超えるため、記載を省略しております。 

 
２．地域ごとの情報 

（１）売上⾼ 
本邦の外部顧客への売上⾼が中間連結損益計算書の売上⾼の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 
（２）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の⾦額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の
⾦額の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 
３．主要な顧客ごとの情報 

    外部顧客への売上⾼のうち、中間連結損益計算書の売上⾼の10％以上を占める相⼿先
がないため、記載はありません。 

 
当中間連結会計期間（⾃ 2022年４⽉１⽇ ⾄ 2022年９⽉30⽇） 

１．製品及びサービスごとの情報 
単⼀の製品・サービスの区分の外部顧客への売上⾼が中間連結損益計算書の売上⾼の

90％を超えるため、記載を省略しております。 
２．地域ごとの情報 

（１）売上⾼ 
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本邦の外部顧客への売上⾼が中間連結損益計算書の売上⾼の90％を超えるた
め、記載を省略しております。 

（２）有形固定資産 
本邦に所在している有形固定資産の⾦額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の

⾦額の90％を超えるため、記載を省略しております。 
 
３．主要な顧客ごとの情報 

    外部顧客への売上⾼のうち、中間連結損益計算書の売上⾼の10％以上を占める相⼿先
がないため、記載はありません。 

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前中間連結会計期間（⾃ 2021年４⽉１⽇ ⾄ 2021年９⽉30⽇） 
該当事項はありません。 

 
 当中間連結会計期間（⾃ 2022年４⽉１⽇ ⾄ 2022年９⽉30⽇） 

該当事項はありません。 
 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残⾼に関する情報】 
前中間連結会計期間（⾃ 2021年４⽉１⽇ ⾄ 2021年９⽉30⽇） 
該当事項はありません。 

 
 当中間連結会計期間（⾃ 2022年４⽉１⽇ ⾄ 2022年９⽉30⽇） 

該当事項はありません。 
 
【報告セグメントごとの負ののれん発⽣益に関する情報】 

前中間連結会計期間（⾃ 2021年４⽉１⽇ ⾄ 2021年９⽉30⽇） 
該当事項はありません。 

 
 当中間連結会計期間（⾃ 2022年４⽉１⽇ ⾄ 2022年９⽉30⽇） 

該当事項はありません。 
 

(１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 
前連結会計年度 

(2022年３⽉31⽇) 
当中間連結会計期間 
(2022年９⽉30⽇) 

 4,631円58銭 
 

 4,765円43銭 
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２．１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 前中間連結会計期間 

（⾃ 2021 年４⽉ 1 ⽇ 
  ⾄ 2021年９⽉30⽇） 

当中間連結会計期間 
（⾃ 2022 年４⽉ 1 ⽇ 

  ⾄ 2022年９⽉30⽇） 
１株当たり中間純利益 175円16銭 96円37銭 
（算定上の基礎）   
親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 80,308 44,233 
普通株主に帰属しない⾦額（千円） − − 
普通株式に係る親会社株主に帰属する 
中間純利益（千円） 

80,308 44,233 

普通株式の期中平均株式数（株） 458,477 458,979 
（注）潜在株式調整後 1 株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 
 

（重要な後発事象） 
該当事項はありません。 
  
 

該当事項はありません。 
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第７ 【外国為替相場の推移】 
該当事項はありません。 
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 【特別情報】 
 

第１ 【外部専⾨家の同意】 
該当事項はありません。 



 

 

独立監査人の中間監査報告書 

2022年12月28日 

フローバル株式会社 

取締役会  御中 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間監査意見 

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例

第128条第３項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているフローバル

株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間 （2022年

４月１日から2022年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャ

ッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記

について中間監査を行った。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間

連結財務諸表の作成基準に準拠して、フローバル株式会社及び連結子会社の2022年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 

中間監査意見の根拠  

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社

及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。 

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準

拠して中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連

結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項

を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。 

 

中間連結財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間連結財務諸表の有用

な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な

保証を得て、中間監査報告書において独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する
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ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、

中間連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ

ると判断される。  

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重

要な虚偽表示リスクに対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用

は監査人の判断による。さらに、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入

手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手続の一部が省略され、監査人の判断に

より、不正又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて、分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。 

・ 中間連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、

中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として中間連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関

して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められる場合は、中間監査報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財

務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報

告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。 

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連

結財務諸表の作成基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象に関して有

用な情報を表示しているかどうかを評価する。 

・ 中間連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十

分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の中間監査に関する指示、監督

及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で中間監査意見に対して責任を負う。  

監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求め

られているその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。 

 

以  上  

 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（発行者情報提出

会社）が別途保管しております。 

 


